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議題３ 景観計画に係る行為の届出における計画段階協議制度の創設に

ついて（西宮市都市景観条例、景観法及び西宮市都市景観条例の

施行に関する規則の一部改正）【諮問】 

 

 １ 趣旨                                              
 

これまで、一定規模以上の建築物や工作物等の建築行為等については、景観法第 16条の

規定に基づく行為の届出に先立ち、より景観に配慮した行為の計画となるよう誘導するた

め、本条例第 10 条により事前協議の届出制度を付加し運用してきたところであるが、当該

協議の届出時点で、既に具体の設計に入っており、建物等の配置や形状等が固定されてしま

っていることも多く、効果的な協議に至れていないケースが見られた。 

そのため、今回、景観に対し特に大きな影響を与える恐れのある、都市計画決定・変更を

要する行為や建築基準法の例外許可を要する行為等に対し、配置計画等大きな変更が可能

な計画段階での協議義務を条例で新たに定めることにより、事業者に当該行為による景観

形成の方針や配慮事項等を早期に検討させ、確実に設計に反映するよう誘導する計画段階

協議制度を創設するもの。 

 

 

 ２ 制度について                                             
 

(1) 協議内容 

詳細の図面等は作成されていない計画段階での協議となるため、概ね建物の配置や形状そ

の他敷地全体の設え方の方向性等の景観への配慮事項が主な協議の事項となる見込み。 

具体的には、事業者が、予定行為に係る良好な景観形成に関する配慮方針及びその方策に

ついて検討・報告を行い、その内容を基に審議会の意見を聴いたうえで協議を行う。 

 
(2) 協議対象 

・法定届出が必要な行為のうち次に掲げるもの。 

① 都市計画の決定又は変更が必要な行為 

② 建築基準法に規定する例外許可が必要な行為（高度利用地区内の高さの特例許

可、総合設計制度及び全ての公共事業） 

③ ＰＦＩ法又はこれに類する手法に基づく事業 

④ 特定行為（高さ 40ｍ超、建築面積 5,000 ㎡超の建築等大規模なもの） 

・法定届出の対象となっていない行為のうち次の掲げるもの。 

⑤ 幅員 15ｍ以上の道路 

⑥ 0.5ｈa 以上の公園 

⑦ その他地域の重要な景観拠点となっている道路や公園、広場等 

  ※以上の行為のうち、市長が良好な景観の形成に対して大きな影響を及ぼす見込みが

ないと認めるものは除く。 
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(3) 協議時期 

・ ①は、都市計画の決定又は変更に係る縦覧の終了まで 

・ ②は、建築審査会へ付議する前で、かつ設計着手前の基本的な計画策定段階 

・ ③は、施設の設計条件等を示した要求水準書等（素案を含む）を公表する前の要求

水準書等の策定段階 

・ ④は、現行の事前協議の届出前で、かつ設計着手前の基本的な計画策定段階 

・ ⑤～⑦は、基本的な計画策定段階を基本として市長が指定する  

 

 

 ３ 協議・届出フロー                                 

 

「資料１」 参照 

 

 ４ 条例、規則改正案                                 

 

「資料２」「資料３」 参照 

 

 

 ５ 今後のスケジュール                                

 

  令和元年    7 月    景観・屋外広告物審議会での諮問  ※今回 

         9 月   条例の改正に係る市議会の承認 

              10 月      改正条例及び規則の公布・施行 

 

 

 



・特定行為 ※５

① 都市計画決定（変更）が必要な行為
② 建築基準法の例外許可が必要な行為 ※１
③ ＰＦＩ法及びＰＦＩ法的手法に基づく事業 ※２
④ 特定行為 ※５
上記のうち、市⻑が良好な景観の形成に対して影響を及ぼす⾒込
みのないと認めるものは除く

非該当

該当

非該当

・景観法に基づく届出対象

該当

該当

都市景観・屋外広告物審議会 景観アドバイザー部会で
の助言・指導

特定行為に係る助言・指導

景観形成指針、景観形成基準に関する協議
都市景観条例に基づく（設計段階協議）届出(通知)

景観形成基準(P5-7)に関する適合確認
景観法に基づく届出(通知）

着 工

確認申請等

開発事業計画書

※１
・高度利用地区内の高さの特例、総合設計制

度及び公共事業に係るものに限る

景観への影響が大きな規模の行為に対する
計画・構想段階での協議

計画段階協議

・都市計画案の縦覧 ・建築審査会への付議 ・要求水準書の公表

計画段階協議申出書

協 議
景観配慮方針及び方策に関する協議調整

申出書受理

回答書作成

協議終了

提 出

※４

通 知

提 出

⻄宮市都市景観
屋外広告物審議会意見書作成

意見

【事業者】 【⻄宮市】
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間
標

準
30

日
間

標
準

60
日

間

計画段階協議手続きフロー

※４
・①については、都市計画案の縦覧前ま

でに提出
・②については、建築審査会に付議する

前まで、かつ設計着手前の基本的な計
画策定段階で提出

・③については、要求水準書等を公表す
る前の要求水準書等の策定段階でに提
出

・④については、設計段階協議の届出を
行う前まで、かつ設計着手前の基本的
な計画策定段階で提出

現
行
制
度

今
回
新
設
制
度

協議結果の公表

※２
・⺠間資⾦等の活用による公共施設等の整備

等の促進に関する法律第７条の規定により
選定した特定事業

・⺠間資⾦等の活用による公共施設等の整備
等の促進に関する法律に類する手法により
実施する事業（デザインビルド等）

受 理
再協議要否判断

要

否

※
６

※６
計画段階協議対象案件は、標準期間に関
わらず、市⻑が指定する日までに届出
（通知）書を提出が必要

道路、公園等の公共施設に係る行為で景観への影響が大きいと市
⻑が認めるもの※は、別途計画段階協議に準じた協議を要する。

※ 幅員15ｍ以上の道路、0.5ｈa以上の公園その他地域
の重要な景観拠点となっている道路、公園、広場等
の建設・改良

非該当

設
計
段
階

実
施
設
計
段
階

基
本
設
計
段
階

計
画
段
階

※５
高さが 40ｍを超える、または、
建築面 積が5000 ㎡を超える建
築物（駅舎等 を除く）の新築、
改築、移転 ・通知を要する公
共事業 など 詳細は、届出(通
知)要領参照

協議完了通知書作成
通 知

意見

協議完了通知書（受）
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西宮都市景観条例（一部改正） 

新 旧 対 照 表 

現  行 改 正 案 

 

西宮市都市景観条例 

（平成２１年７月１５日） 

（西宮市条例第８号） 

 

 

第３節 行為の届出等 

 

（行為の届出等） 

第１０条 景観計画区域内において、次に掲げる行為をしようとする者は、あら

かじめ規則で定めるところにより、その内容を市長に届け出て、協議しなけ

ればならない。 

(１) 法第１６条第１項第１号に掲げる建築等（以下「建築等」という。）で規

則で定めるもの 

(２) 法第１６条第１項第２号に掲げる建設等（以下「建設等」という。）で規

則で定めるもの 

(３) 法第１６条第１項第３号に掲げる開発行為（以下「開発行為」という。）

で規則で定めるもの 

(４) 土地の形質の変更又は木竹の植栽若しくは伐採（以下「土地の形質の変更

等」という。）で規則で定めるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同 左 
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現  行 改 正 案 

［３］ 

２ 前項の規定による届出は、法第１６条第１項の規定による届出の前にしなけ

ればならない。［３］ 

３ 第１項各号に掲げる行為をしようとする者は、当該行為を景観形成指針に適

合させるよう努めなければならない。 

４ 第１項各号に掲げる行為をしようとする者は、当該行為を景観形成基準に適

合させるようにしなければならない。 

５ 第１項の規定による届出を行った者は、当該届出に係る行為の内容に変更が

あった場合は、規則で定めるところにより、速やかに市長に届け出なければ

ならない。 

６ 市長は、第１項又は前項の規定による届出があった場合において、当該届出

に係る行為が景観形成指針又は景観形成基準に適合しないと認めるときは、

当該行為をしようとする者に対し、必要な措置をとるよう助言し、又は指導

するものとする。 

７ 市長は、前項の規定による助言又は指導（規則で定める行為に係るものに限

る。）をしようとするときは、あらかじめ審議会の意見を聴かなければなら

ない。［３］ 

８ 第１項の規定にかかわらず、国の機関又は地方公共団体が行う行為について

は、同項の規定による届出をすることを要しない。この場合において、当該

国の機関又は地方公共団体は、同項の届出を要する行為をしようとするとき

は、あらかじめ市長にその旨を通知しなければならない。 

９ 第２項から第７項までの規定は、前項後段の規定による通知について準用す

る。この場合において、第２項中「法第１６条第１項の規定による届出」と

あるのは「法第１６条第５項後段の規定による通知」と、第５項中「届け出

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同 左 
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現  行 改 正 案 

なければならない」とあるのは「通知しなければならない」と、第６項中

「指導する」とあるのは「協議する」と、第７項中「指導」とあるのは「協

議」と読み替えるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同 左 

 

 

（計画段階協議） 

第１０条の２ 前条第１項に規定する届出、又は同条第８項に規定する通知の

必要な行為のうち、次の各号に掲げる行為をしようとする者は、計画段階に

おいて、当該行為に対する良好な景観形成に関する方針、配慮事項及びその

方策等について、市長に協議（以下「計画段階協議」という。）しなければ

ならない。ただし、当該行為が良好な景観の形成に対して影響を及ぼす見込

みがないと市長が認める場合は、当該協議を必要としない。 

（１） 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）に規定する都市計画の決定又

は変更が必要な行為   

（２） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に規定する許可が必要な行為

のうち規則で定めるもの 

（３） 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律第２条

第２項に規定する特定事業として行う行為、又はこれに類する手法で行う

行為 

（４） 前各号に掲げるもののほか、前条第１項に規定する行為のうち規則で定

める行為 

 

２ 計画段階協議を行おうとする者は、市長に対し、規則で定める書面をもっ

て協議を申出しなければならない。 
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現  行 改 正 案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画段階協議は、規則で定める期日までに行わなければならない。ただ

し、市長がやむを得ない事由があると認めるときは、市長が別に指定した日を

もって当該期日とすることができる。 

 

４ 市長は、計画段階協議の申出があったときは、あらかじめ審議会の意見を

聴き、これに基づき協議を行うものとする。 

 

５ 市長は、計画段階協議において、規則で定めるところにより、申出を行っ

た者に意見をし、その回答を求めることができる。 

 

６ 計画段階協議の申出を行った者は、前項の意見に対し、規則で定めるとこ

ろにより、市長へ回答しなければならない。 

 

７ 市長は、前項の回答があった場合において、当該行為の景観形成に関する

方針、配慮事項及びその方策等が十分でないと審議会が認めるときは、改めて

当該協議の申出を行った者に意見し回答を求めることができる。この場合にお

いて、前二項の規定は、意見及び回答する場合について準用する。 

 

８ 市長は、次項に規定する市長の通知がなされるまで、その必要な限度にお

いて前項の規定を繰り返し適用することができる。この場合において、前項中

「前項の回答」とあるのは「前回の回答」とする。 

 

９ 計画段階協議は、規則で定めるところにより、市長から当該届出を行った

者への通知をもって終了するものとする。 
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現  行 改 正 案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（法定の届出等） 

第１１条 法第１６条第１項第４号の条例で定める行為は、前条第１項第４号に

掲げる行為とする。［３］ 

 

１０ 市長は、前項の通知を行う際に、前条第１項に規定する届出又は同条第

８項に規定する通知の期日を指定することができるものとし、当該指定を受け

た者は、指定された期日までに、当該届出又は通知を行わなければならない。 

 

１１ 市長は、規則で定めるところにより、本条の規定により行われた協議の

内容を公表することができる。 

 

１２ 市長は、計画段階協議を行わなかった者で、前条第１項に規定する届出

を要する者に対して、当該協議を行うよう勧告することができる。また、同条

第８項に規定する通知を要する国の機関、又は地方公共団体に対して、当該協

議を行うよう要請することができる。 

 

１３ 市長は、前条第１項に規定する届出、又は同条第８項の規定する通知を

要さない道路、公園その他の公共施設に係る行為のうち規則で定める行為につ

いて、当該行為が良好な景観の形成に対して大きな影響を及ぼす恐れがあると

認めるときは、計画段階協議の対象とすることができる。ただし、この場合に

おいて、当該申出の期日は、基本的な計画策定段階を基本として市長が指定す

るものとする。 
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現  行 改 正 案 

２ 景観法施行規則（平成１６年国土交通省令第１００号）第１条第２項第４号

の条例で定める図書は、完成予想図その他の規則で定める図書とする。 

３ 法第１６条第２項の条例で定める事項は、設計又は施行方法のうち、その変

更により同条第１項の規定による届出に係る行為が同条第７項各号に掲げる

行為に該当することとなるもの以外のものとする。 

４ 法第１６条第７項第１１号の条例で定める行為は、前条第１項各号に掲げる

行為以外のものとする。［３］ 

 

 

 

 

 
 

 

同 左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付則（令和元年●月●日西宮市条例第●号［●］） 

（施行日） 

第１条  この条例は、令和元年１０月●日（以下「施行日」という。）から施

行する。 

（経過措置） 

第２条  改正後の第１０条の２の規定は、同条第１項各号に掲げる⾏為のうち、

次に掲げるものについて適用する。ただし、第２号から第４号の規定について

は、施行日に、改正後の第１０条の２第３項に規定する期日を過ぎているとき

は、なお従前の例による。 
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現  行 改 正 案 

(１) 改正後の第１０条の２第２項第１号の行為にあっては、施行日以後に、当

該行為に係る都市計画の決定、又は変更について、都市計画法第１８条第１

項、又は同法第１９条第１項の規定による都市計画審議会に付議することに

なるももの。 

(２)  改正後の第１０条２第１項第２号の行為にあっては、施行日以後に、当

該行為に係る建築基準法の許可について、建築審査会の同意を得ることにな

るもの 

(３)  改正後の第１０条２第１項第３号の行為にあっては、施行日以後に、当

該行為に係る施設の設計条件等を示した要求水準書等（素案を含む）を公表

するもの 

(４)  改正後の第１０条２第１項第４号の行為にあっては、施行日以後に、条

例第１０条第１項の届出又は同条第８項の通知を行うもの 
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景観法及び西宮都市景観条例の施行に関する規則（一部改正） 

新 旧 対 照 表 

現  行 改 正 案 

 

景観法及び西宮市都市景観条例の施行に関する規則 

（平成２１年９月３０日） 

（西宮市規則第１９号） 

 

（特定行為）［５］ 

第８条 条例第１０条第７項に規定する規則で定める行為は、次に掲げる行為と

する。 

(１) 建築物（駅舎等を除く。次号において同じ。）の新築、改築又は移転であ

って、当該建築物の高さ（建築物が周囲の地面と接する位置のうち最も低い

位置から建築物の上端までの高さをいう。ただし、階段室、昇降機塔、装飾

塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の

合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の

高さは、１２メートルまでは、当該建築物の高さに算入しないものとする。

以下同じ。）が４０メートルを超えるもの又は当該建築物の建築面積が５,０

００平方メートルを超えるもの 

(２) 建築物の増築であって、当該増築に係る部分の建築物の高さが４０メート

ルを超えるもの又は当該増築に係る部分の建築面積が２,５００平方メートル

を超え、かつ、当該増築後の建築面積が５,０００平方メートルを超えるもの 

(３) 前条第１項第４号に掲げる行為 

 

 

 

 

 

（特定行為）［５］ 

第８条  

 

 

 

 

同 左 
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現  行 改 正 案 

(４) 前条第１項第５号又は第２項第３号若しくは第４号に掲げる行為（市長が

別に定める行為を除く。） 

［５］ 

２ 条例第１０条第９項において準用する同条第７項に規定する規則で定める行

為は、同条第８項後段の規定により通知しなければならない行為（市長が別

に定める行為を除く。）とする。［５］ 

 

 

 

 

（景観計画区域内行為協議済通知書） 

第９条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 条例第１０条の２第１項第４号で規定する行為は、前各項に定める行為とす

る。 

 

 

 

同 左 

 

 

（建築基準法の例外許可を要する申出） 

第９条の２ 条例第１０条の２第１項第２号の規定による行為は、次に掲げる

行為とする。 

(１) 国の機関又は地方公共団体が行う行為 

(２) 建築基準法第５９条第４項に規定する許可を要する行為 

(３) 建築基準法第５９条の２第１項に規定する許可を要する行為 

 

（計画段階協議の申出） 

第９条の３ 例第１０条の２第２項に規定する規則で定める書面は、「計画段

階協議申出書」とする。 
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現  行 改 正 案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画段階協議申出書には、次に掲げる図書その他市長が必要と認める図書

を添付しなければならない。ただし、市長が特に添付を要しないと認めるも

のについては、この限りでない。 

(１) 付近見取図 

(２) 敷地周辺の状況を示すカラー写真 

(３) 配置図 

(４) 建築が予定されている建築物の規模に係る図書 

(５) 良好な景観の形成に関する方針、配慮事項及びその方策等を示した図書 

 

（計画段階協議の期日） 

第９条の４ 条例第１０条の２第３項に規定する規則で定める期日は、次に掲

げるものとする。 

(１) 条例１０条２第１項第１号に該当する行為は、当該都市計画の決定又は

変更に係る都市計画法第１７条第１の規定による縦覧の終了まで 

(２) 前項第２号に該当する行為は、当該許可に係る規定により建築審査会へ

付議する前で、かつ設計着手前の基本的な計画策定段階 

(３) 前項第３号に該当する行為は、施設の設計条件等を示した要求水準書等

（素案を含む）を公表する前の要求水準書等の策定段階 

(４) 前項第４号に該当する行為は、前条第１項に規定する届出、又は同条第

８項に規定する通知を行う前で、かつ設計着手前の基本的な計画策定段

階 

 

（計画段階協議の意見書等） 
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現  行 改 正 案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９条の５ 条例第１０条の２第５項及び第７項の規定による意見は、「計画

段階協議に関する意見書」により行わなければならない。 

２ 同条第６項及び第７項の規定による回答は、「計画段階協議に関する回答

書」に市長が必要と認める資料を添付して行わなければならない。 

 

（計画段階協議完了通知） 

第９条の６ 条例第１０条の２第９項の規定による協議完了の通知は、「計画

段階協議完了通知書」により行わなければならない。 

 

（計画段階協議の公表） 

第９条の７ 条例第１０条の２第１１条の規定による公表は、次に掲げる事項

を記載した文書を西宮市公告式条例（昭和４１年西宮市条例第９号）により

掲示する方法その他の市長が適当と認める方法により行うものとする。 

(１) 行為の場所 

(２) 行為の概要 

(３) 行為に対する良好な景観の形成に関する方針、配慮事項及びその方策等 

(４) 計画段階協議に関する意見書及び回答書 

２ 市長は、前条各号で規定する公表事項において、個人の生命、身体、財産

その他の利益の保護の観点からやむを得ない事情があると認めた場合は、当

該内容の全部又は一部を公表しないことができる。 

 

（計画段階協議を要する公共施設に係る行為） 

第９条の８ 条例第１０条の２第１３条の規定による公共施設に係る行為は、

次に掲げるものの建設又は改良に係る工事とする。 
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現  行 改 正 案 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 幅員が１５メートル以上の道路 

(２) ５，０００平方メートル以上の公園、緑地又は広場 

(３) 前各号に掲げるもののほか、地域の重要な景観拠点となっている道路、

橋梁、公園、緑地、広場、河川、水路その他の公共施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 


